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海
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第 256 回

建設会社Ｔ社は国内で中堅の建設会社。

この度海外にホテルを建設することになり

Ｔ社従業員と下請会社Ｃ社の従業員を海外

に派遣し、作業員として従事させることに

なった。ところが、Ｃ社の従業員Ａが建設

現場で作業中に、クレーンから落下した材

料の下敷きになり負傷した。Ｃ社はＡの負

傷について、元請会社のＴ社の労災保険が

適用されると認識していたため、労災申請

手続きをしてくれるよう申し出たところ、

労災保険は適用されないと告げられた。

海外の支店や現地法人、建設現場での災

害では、国内の労災保険は適用されないた

め業務外とされた。海外で労災保険の適用

を受けるためには、海外派遣の特別加入申

請書を所轄の労働基準監督署長を経由して

所轄の労働局長に申請し承認を受けること

が必要（労災則第 46 条の 25 の 2 第 1 項）

だが、海外派遣の特別加入の申請をしてお

らず労災保険は適用されなかった。

労災保険は、本来国内の事業場に適用さ

れ、海外の事業場で就労する場合は適用さ

れない。そこで海外派遣者にも労災保険の

給付が受けられる制度として、海外派遣者

の特別加入制度が設けられている。海外勤

務者のパターンには国内の事業場に所属し

当該事業場の使用者の指揮命令に従い海外

で勤務する「海外出張」と、海外法人など

に出向、海外支店などに転勤して勤務また

は海外の有期事業に現場作業員として従事

する「海外派遣」とがある。今回の場合は

海外の有期事業の現場に国内の元請会社と

が

え
る
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一次下請会社の従業員が作業員として従事

することになったケースなので「海外派遣」

になり国内の労災は適用されない。国内の

建設現場に従事する下請会社の従業員は元

請会社の労災保険の適用を受けるが、海外

では元請会社の従業員、下請会社の従業員

ともに国内の労災保険の適用は受けられな

い。

また、建設現場は一つの独立した有期事

業として取り扱われることが多く、建設会

社の保険関係とは別に保険の適用をする仕

組みになっているため、一つの独立した有

期事業として取り扱われる海外の建設現場

の事業に従事する場合は海外派遣として取

り扱われる。

労災保険の特別加入制度はあくまでも任

意加入となる。海外派遣者として特別加入

できるのは、次の①から③の者である。

①国際協力事業団など開発途上地域に対

する技術協力の実施の事業を行う団体から

派遣されて、開発途上地域で行われている

事業に従事する者（労災法第 33 条第６号）

②日本国内で行われる事業から派遣され

て海外支店、工場、現場、現地法人、海外

提携先など海外で行われる事業に従事する

労働者（労災法第 33 条第 7 号）

③日本国内で行われる事業から派遣され

て海外支店、工場、現場、現地法人、海外

提携先など海外で行われる 300 人以下（卸

売業またはサービス業にあっては 100 人、

金融業、保険業、不動産業または小売業に

あっては 50 人）以下の労働者を使用する

事業に従事する事業主その他労働者以外の

者（労災法第 33 条第 7 号）

上記①の実施事業、②・③の国内で行わ

れる事業には有期事業は除かれる。海外派

遣の特別加入は、当該特別加入者を国内に

ある事業の労災保険関係に基づき、当該事

業に使用される労働者とみなして労災保険

の適用を受けることから、国内の継続事業

（有期事業以外）の保険関係の成立する事

業でなければならない。

元請Ｔ社、下請Ｃ社は国内で有期事業以

外に建設業の営業・事務としての保険関係

が成立している会社であったため、それぞ

れ海外派遣の特別加入制度の申請手続きが

できることになる。

海外出張者は単に労働の提供の場所が海

外にあるにすぎず、国内の事業場に所属し

当該事業場の使用者の指揮命令に従って勤

務しているため、出張期間中は出張命令を

行った使用者の支配下にあり、出張期間中

の業務災害は出張元の事業場の保険関係に

より補償される。一方、海外派遣者は海外

の事業場に所属し、海外の事業場の使用者

の指揮命令に従い勤務しているため、派遣

先の事業場と労働関係を有し、派遣元の事

業との間には労働関係はないことになる。

海外の建設現場に出張する例としては、工

事の進み具合を視察に訪れる場合などがあ

る。海外での滞在期間の長短は関係なく、

実際に工事に参加する場合は派遣として取

扱う。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp


